和光理研インキュベーションプラザ
和光理研インキュベーションプラザ


（様式第1号）

和光理研インキュベーションプラザ　施設賃借申込書
	賃 借 申 込 人
	会社名
	
	資本金
	　　　　　　　　　　千円

	
	
	
	年　商
	　　　　　　　　　　千円

	
	代表者役職
	
	従業員
	　　　　　　　　　　人

	
	（ふりかな）

代表者氏名
	
	連 絡 先
	役職名
	

	
	住　所
	
	
	氏　名
	

	
	
	
	
	住　所
	〒

Tel

Fax

E-mail



	
	業　種
	
	
	
	

	
	設　立
	　　　　　年　　　月　　　日
	
	
	

	申込施設
	ご希望総面積（㎡）
	備考（希望居室番号）
	複数居室を希望される場合の最小希望面積（㎡）

	
	
	
	
	備考（希望居室番号）

	
	
	特定居室希望の場合の居室番号
	
	
	

	
	
	理由
	
	
	

	
	※ご希望居室番号は、他の申込者と重複がある場合、調整の結果、ご希望に添えない場合があります

	施 設 使 用 用 途
	□オフィス　　　□研究開発　　　□試作開発　　　□本社登記予定
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	搬 入 機 器
	搬 入 時 期

月頃
	搬 入 方 法

	賃貸施設内で行う

事業内容
	

	入居希望時期
	年　　　月　予定
	入居後業務開始時期
	年　　　月　予定

	入居希望期間
	　　　　　年間
	担　当　者

連　絡　先
	氏　名

Tel

E-mail

	連 帯 保 証 人
	

	その他参考事項
	※駐車場の希望（　有　・　無　）

	独立行政法人中小企業基盤整備機構

関東本部長　　　三澤　孝　殿
下記のとおり、施設の賃借の申込をいたします。

令和　　年　　月　　日

住　　所

賃借申込（会社等の名称・代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


（様式第2号）

企　業　概　要　説　明　書

	会社名
	
	所在地
	

	設立年月日
	年　　　月　　　日
	資本金
	　　　　　　　　　　千円

	役員数
	　　　名
	株主数
	　　　名
	業種
	

	従業員数
	　　　名
	会社ＵＲＬ
	

	会社電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　会社FAX番号

	経営理念



	創業のきっかけ（動機）


	公的認定等・公的助成金等の実績

公的助成金等の過去停止等の処分　□有り　　□無し

	会社沿革

	事業所、連携先

	現在の本社・事業所場所
	

	入居後の当該施設の位置づけ
	

	連携先（企業、研究機関）
	

	主な事業の内容




金融機関との取引状況
（　　年　　月　　日時点、単位：百万円）
	金融機関名
	預金残高
	短期借入金
残高
	長期借入金
残高
	手形割引
残高

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）主要なものだけ記載してください。
販売先の内訳
（単位：百万円）
	販売先名
	住　　所
(市区町村名)
	取引年数
（年）
	最近３期間分の売上額
	主　　要
販売品名

	
	
	
	　／　
～　／
	／
～　／
	　／
～　／
	

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	その他　　　　　　　　　　　　　　社
	
	
	
	

	　計　　　　　　　　　　　　　　　社
	
	
	
	


（注）１　合計欄には決算計上額を記載してください。
　　　２　現在取り引きしている者のうちで上位２者について記載してください。
　　　３　最近３期間分について記載してください。
仕入先の内訳
（単位：百万円）
	仕入先名
	住　　所
(市区町村名)
	取引年数
（年）
	最近３期間分の仕入れ額
	主　　要
仕入品名

	
	
	
	　／　
～　／
	／
～　／
	　／
～　／
	

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	その他　　　　　　　　　　　　　　社
	
	
	
	

	　計　　　　　　　　　　　　　　　社
	
	
	
	


（注）１　合計欄には決算計上額を記載してください。
　　　２　現在取り引きしている者のうちで上位２者について記載してください。
　　　３　最近３期間分について記載してください。
（様式第３号）

代　表　者　の　経　歴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日：　　　年　　月　　日（　　　歳）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現住所　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	年　月　日
	職　歴　・　資　格　　等

	
	


（様式第４号）
株　主　等　一　覧　表
（令和　　年　　月　　日　現在）

主たる株主等（会社を未設立の場合、予定の内容をご記入ください）
	株主名

出資者名
	住　　所
	持株数（株）

出資価額（千円）
	持株比率

（％）
	代表者との関係

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	上記の他　　　名
	
	
	
	

	計　　　　　　名
	
	
	１００
	


役　　員（会社を未設立の場合、予定の内容をご記入ください）
	役　職　名
	常勤・非常勤・社外の別
	生年月日
	氏　　　名
	住　　　　所
	代表者または会社との関係

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（様式第5号）

理化学研究所又は他の学術研究機関等との連携状況
■理化学研究所又は他の研究機関の連携内容・関係性
□過去に有り　　　□現在あり　　　□今後計画・希望　　　□なし
　
	□　学術研究機関等で発明された技術シーズを基に事業実施

	技術等名称
	

	発明者
	大学・研究機関等
	

	
	学部等所属
	

	
	職位
	
	氏名
	

	出願番号又は

公開番号
	
	


	□　学術研究機関での研究成果を基に事業実施

	研究概要・

名称等
	
	研究時期
	　年　　月～

　　　　年　　月

	指導研究者・教員名
	大学・研究機関等
	

	
	学部等所属
	

	
	職位
	
	氏名
	

	
	共同契約研究等契約の有無　　有　　・　　無

	研究代表者
	氏名
	
	御社内役職
	


	□　学術研究機関の研究員、大学の教職員・学生等が役員等に就任

	技術等名称
	

	主要な職員①
	大学・研究機関等
	

	
	学部等所属
	

	
	職位
	
	氏名
	

	
	御社内での役職
	

	主要な職員②
	大学・研究機関等
	

	
	学部等所属
	

	
	職位
	
	氏名
	

	
	御社内での役職
	


■使用している大学発知財・技術等（今後計画・希望の方はその内容）
	


（様式第6号）

事　業　計　画　書（本施設で行う事業について）
■当該施設入居の動機・目的・必要性
	


■当該施設で開発等行う技術及び製品等の優位性等

	技術・製品・サービス等の内容


	技術・製品・サービス等の特徴、新規性・革新性、優位性等



	価格，サービス




■顧客・市場

	顧客ニーズ，想定する顧客，既存の顧客，市場規模・成長性，自社占有率，競合比較　等




■事業実施体制
	技術・製品開発の体制，戦略（連携戦略、競合戦略を含む）


	マーケティング，販路開拓の方法（連携戦略を含む）


	社外協力者（資本、人材、技術（研究機関以外）、販売、情報、経営　等）

	財務戦略（資金調達、資本提携、Ｍ＆Ａ，株式公開計画）


■当該事業における自社の強み・課題　等について

	○自社の強み

	○課題（支援を要する分野・内容等も含めて）


■入居後初年度の目標　（決算期が６月以前の場合は、翌決算期の目標）
	


■希望入居期間経過時（施設退去時）における目標、当該事業の進捗及び会社の姿　等

	


■地域社会への波及効果（和光市、埼玉県）等
	


■安全管理等
　以下の項目に当てはまる方は、その状況をご記入ください

　　・実験・試作開発を行われる方

　　・設置に関し特別な対策等を要する特殊な機器を使用される方

　　・部屋の改変等を希望される方

　　・遺伝子組替え等の実験・研究・試作開発・製造を実施される方

　　・動物を利用した実験・研究・試作開発・製造を実施される方

　　・環境保全（大気、水質、悪臭、廃棄物、廃水の処理など）について特記事項のある方

・その他騒音、振動、火気使用、夜間作業等の特記事項のある方
	○遺伝子組換え、病原体等の使用、動物実験等の有無　　□実施　　　□実施しない

○想定される封じ込めのレベル等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○その他状況を記述ください。




【施設規則の遵守】

入居者は、関連法規等の遵守はもとより、中小企業基盤整備機構が別途定める「施設安全管理マニュアル」を遵守し、理化学研究所をはじめとし、施設周辺住民、施設の他入居者等に対し危険又は迷惑を及ぼすことのないよう、事業活動の安全性、環境保全、および倫理性に配慮していただきます。

【特に安全対策を要する実験・研究等について】

特殊な機器の持ち込みや化学・バイオ分野の実験等、実施に関し安全管理面で特殊な設備や対応を要する実験・研究等については、運営者が別途定める規程や県・市が定める環境条例等に基づき、実験・研究等の制限や所定の手続きが必要となります。また本施設の各居室は、消防法で定める危険物等、実験・研究等に使用される試薬等に関し、一定の制限が設けられます。

入居の応募に当たり事前にご相談いただくとともに、入居後については施設の安全管理を遵守いただきます。
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